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１ 本論文の問題意識
地産地消という用語は，最近とりわけ頻繁に使用
されている。背景として，わが国の食料を巡る事情
の変化がある。そのひとつは，食の安全安心に対す
る消費者意識の高まりである。相次ぐ中国産食品の
事件で中国産を初めとする輸入食品に対する消費者
の不信感はかってなく高まっている。そのために，
小売業や外食産業は，客（消費者）の購買意欲を確
保するために国産食品およびその素材の入手に血眼
になっている。国産であれば安全とは言い切れない
が，消費地の地元で生産販売する地産地消食品であ
れば，生産現場を消費者が確認することも可能で，
地産地消商品は安全安心の切り札の一つとも考えら
れる。
もうひとつは，環境問題のかってない高まりであ
る。地球温暖化の防止のために石油使用の削減が叫
ばれ，フードマイレージという概念が導入されて食
料の遠距離輸送の問題が指摘されている。日本はア
メリカ等の遠距離の外国から大量の食品を輸入して
いることから，フードマイレージでは世界一で第２
位の韓国の３倍の数値というたいへんな状況になっ
ている。フードマイレージという概念に照らしても，
国産農漁業の振興はもとより，地産地消であればさ
らに数値を減らすことができる。
しかし，地産地消には多くの課題がある。地産地
消の販売先としては，①地元消費者に直接販売，②
地元小売店に納品，③地元の学校，高齢者施設，病
院などの施設への納品，などがある。このうち，①
の地元消費者への直接販売については直売所があ
り，それなりに支持を得ている。しかし，生産者が
直売所で販売できる金額は，たかだか100万円程度
が多いとされている。これでは直売所だけでは生産
者の経営は安定しがたい。これは，人気があるといっ
ても，消費者が直接，直売所に来店する回数という
のはそれほど多くないからである。というのも，直
売所で購入できるのは，多くの場合，地元で穫れる
野菜が中心で，肉や魚，加工食品，牛乳，パン，そ
の他，食生活で必要とされる食品は多岐にわたるが，
これらを直売所でワンストップショッピングで購入
することは不可能であるからである。このことは，
消費者が食料品を購入する先の割合を示した表１で
も明らかなとおりである。
これによると，消費者が食料品を購入する先とし
てもっとも割合が高いのはスーパーであり，表１に
あるすべての食料品において過半を占めている。つ
いで，食料品の種類にもよるが，一般小売店，生協，
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表1 消費者の食料品の購入先別割合
（単位：％)
店の種類 野菜 果実 鮮魚 そう菜 冷凍食品
一般小売店（専門店） 11.811.912.3 4.1 0.5
一般小売店（総合店） 4.4 4.1 2.8 2.2 1.8
総合スーパー 22.624.425.0 28.2 31.9
食品スーパー 38.842.442.6 35.7 41.1
スーパー
コンビニ 0.3 0.1 0.2 1.0 0.2
小計 61.766.867.7 65.0 73.1
生協 9.8 9.110.6 7.5 13.3
農協 3.4 1.7 0.5 0.3 0.3
デパート 1.1 1.3 2.7 8.5 0.6
小売市場 2.7 2.7 2.4 1.0 0.5
その他（含無回答） 5.2 2.5 1.1 11.5 10.0
農林水産省流通課『卸売市場データ集』より引用
原資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成16年１月）
と続いている。直売所はその他に入るが，比率とし
ては少ない。とくに直売所が関わっていると考えら
れる野菜は無回答を入れて５％で，これの大半が直
売所と仮定すると，野菜の購入先として直売所がし
める比率は３～４％前後で，農協（A-Coop）とほぼ
同等ということになる。
したがって，地産地消を消費者の購入先として多
くのシェアを占める小売店において実現すること
が，地産地消をより身近にするために必要で，直売
所があるから地産地消はこれで十分と言うことには
ならないといえる。
地産地消はこの10年来，行政の大きなテーマで
あった。その力点の置き方は自治体の置かれている
環境により異なり，農業振興を主眼とした自治体に
おいては，地産地消でいかにして高価格で円滑な販
売ができるかということに力点が置かれた。その施
策としては，地産地消で地元に出荷する生産者に対
して運賃補助や協議会開催費の補助などが行われて
きたが，卸売市場経由の出荷に重点が置かれている
のが特徴といえる（例えば茨城県うまいもんどころ
事業）。しかしその多くは，企画倒れになり，実効あ
る事業にはならず早期に消えてしまった。いまだに
続いているものもあるが，例えば三重県の「地産地
消みえ」のように，生産者団体を登録して紹介する
というシステムは，その後，発展しているとはいえ
ない。
三重県における有機農産物販売のためのシステム
（e-code-s）は以下の通りである（調査日：2002.8.6）
三重県は人口180万人，うち，津市17万人，四日
市市30万人と中核的な大都市はない県である。同県
において，県内野菜の販売の円滑化のために，e-
code-sという事業を開始した。この事業は補助事業
で，ユニバーサルデザイン総合研究所が事業主体と
なり，実施している。
事業の概要は，UD研が PRし，生産者にこだわり
発信を呼びかけ，申請書を書いてもらう。それに対
して学経による評価会で評価をし，環境に対する配
慮に対する検討をし，公開していいかどうか農薬を
どれだけ減らしているか，環境にどれだけ配慮して
いるかを検討してHPに載せる。こうして，情報が
ふるいにかけられ，安心の基準となる。
生産者のこだわり・思いを消費者につなぐための
実験事業で，平成10年度に三重県が岩手・三重・高
知の３県と実験事業を始めた。民間の事業なので民
間が自立するまで補助しようとする考えである。同
事業の事業費のうち人件費が３割近くを占めてい
る。デジタルコミュニケーションは人海戦術で生産
者を捜して登録してくる。関心がある生産者でない
と乗ってこない。直販，通販を元々していた人が多
く，41の事業の多くはお茶の生産者。
e-code-sはツールと考えている。三重県の地産地
消は単に地域生産者の消費拡大をめざしているわけ
ではない。地産地消は流通を変えるまではなかなか
いかず，県民の価値観を変える運動をしている。身
土不二の考え方で進めている。三重県の地産地消運
動の特徴としては，行政が旗を振るのではなかなか
ついてこないので，民間団体といっしょにやってい
るところにある。
去年は地産地消のことばがまだまだ普及していな
かった。シンボルマークを設定し，ニュースレター
を全員に年４回郵送している。内容は，会員による
活動の紹介，旬の産物の話，学校給食の特集，など
である。また，メールマガジンを月３回発信してい
る。おたよりをもらえばメールで全員に発信する。
生産者からのHPへの書き込みもある。
メールマガジンの購読者は現在540名くらいで，
会員募集してもメールアドレスまでなかなか書いて
もらえないのが実状である。
e-code-sは津，四日市，熊野の３つの支部が立ち上
がっている。津は行政主導，四日市は市民運動出身
が中心である。平成14年度の活動は，昨年は50万
円の上限だったが，今年は30万円の上限とし，34の
うち20を採用した。
たくさんの生産者，消費者の交流会への参加をお
願いしている。また，三重農政組織部で地産地消を
進める絵本を作り，すべての学校図書館に寄贈して
利用してもらっている。『ぼたもち村の３匹のこざ
る』という題で，作・絵：かわいまさる氏，生産者
が生産物をもって学校へ授業に行く企画の絵本であ
る。
地産地消というのは，産地を持たない自治体にお
いては，地場産品の集荷と言うことが元々無理なの
で取り組まれることはなかった。農地が少ない東京
都においても，区西部や多摩地区，島嶼部に分布す
る農地において生産されるキャベツやコマツナなど
の野菜については，価格低落時に国の野菜安定基金
制度に上乗せしたさらなる価格保証を行っている
が，これは実効があり生産者にとってはたいへんあ
りがたみのある政策で長続きしている。しかし財政
難の自治体においては実施しがたく，せいぜい卸売
市場出荷経費の補助程度でそれも中止している県も
多く（例えば神奈川県），地産地消への行政の支援が
大切ということはわかっていても，実効ある政策を
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なかなか打ち出せないのが現状である。
地産地消の商品だからつねに高額で販売できると
は限らない。とくに青果物においては，天候・気候
変動の影響がきわめて大きく，出荷量は流動的で，
価格変動の幅も大きい。生産者は原価割れの出荷の
リスクをつねに負っている。行政が関与する地産地
消事業においては，生産者は価格の安定を期待する。
しかしもし行政が価格保証をするとなると，現在で
は一般に生産コストを下回る安値が多いことから膨
大な予算が必要で，自治体財政が窮迫している状況
下では東京都のように行政が差額補塡する方式はな
かなか実施できない。
そこで，行政の負担をなるべく抑えながら，生産
者に対する生産費保証が，不十分でも実現できない
かという検討で生まれたのが，札幌市が関与してい
る「さっぽろとれたてっこ事業」である。この事業
は，一定の成果を収めたとともに，課題も背負って
いる。本論文は，札幌とれたてっこ事業の検証を通
じて，行政がどのように関与すれば，地産地消流通
をより継続的にかつ円滑に展開できるかを考察する
ことを問題意識としている。
２ 札幌市による「さっぽろとれたてっこ事業」の
歴史的変遷過程
⑴ 札幌とれたてっこ事業の第１段階
札幌市内農業生産者は，①札幌市中央卸売市場へ
出荷する，②直売所などで消費者に直接販売する，
③生産者自身がスーパーや求職などの販路を開拓
し，納品する，などの販売方法をとってきていた。
主体は卸売市場出荷であったが，しかし，卸売市場
出荷は，市況の乱高下に翻弄され，なによりも札幌
産という地産地消商品がブランドになっていなかっ
た。そこで札幌市は，札幌産というブランドを強調
する仕組みを考案し，「さっぽろとれたてっこ」と名
付けて市民の注目を引き，有利販売しようと考えた。
「さっぽろとれたてっこ事業」は，1997年に札幌市
が札幌市内農業の振興策として開始したと札幌市の
資料に記されているが，具体的に記述されているの
は，札幌市経済局濃霧部『平成11年版さっぽろの農
業』で，園芸振興策の一環としての「顔の見える農
業」推進事業のなかで，地場農畜産物の地場消費拡
大に努める事業の実効性を高めるために，「市内農業
や農業改良普及センターなどの関係機関と構成する
札幌市農業振興協議会が中心となって，生産・流通・
消費各関係者の相互理解による『地産地消』を目的
とした『さっぽろとれたてっこ』の取り組みを展開
します。」となっている。
この時期のやり方は，札幌市内農業生産者が生産
した野菜を農協（JAさっぽろ）の職員が，生産者宅
を回って集荷し，それを事前注文内容に従って小売
店に納品するというしくみであった。この方式は，
農協担当者に多大の負担がかかった。価格を生産者
に保証するという仕組みもなかった。そのために事
業量は多くを望めず改善することになり，第２段階
になった。
⑵ 札幌とれたてっこ事業の第２段階（「朝どり取
れたて便」システムの創設と展開）
平成14年版『さっぽろの農業』（前出）には，「顔
の見える農業」の項に，「地産地消を目的とした『さっ
ぽろとれたてっこ』の取り組みを展開しており，短
時間流通事業（「朝どり取れたて便」）にも取り組ん
でいます。」と記されている。「朝どり取れたて便」
以外の「さっぽろとれたてっこ事業」は，生産者等
による直売，学校給食などのルートがある。
「朝どり取れたて便」は，朝どり野菜こそ地産地消
の優位性が発揮できる商品として，その実現を目指
したもので，2001年度から2003年度までの３年間，
実験事業として予算を組んで実施された。それまで
の「さっぽろとれたてっこ事業」は，市内生産者が
生産した野菜を農協が市内量販店などに配送するシ
ステムで，いわゆる市場外流通であった。
しかし，配送のために農協に負担がかかるなど，
大きな課題もあったので，より安定した地産地消シ
ステムを検討するべく2000年度に「配送研究会」を
発足させ，札幌市中央卸売市場を介したシステムに
ついて合意を得た。なお，第２段階は，札幌市の依
頼を受けて酪農学園大学（食品流通学科細川教授）
が中心となって札幌市農政部と協議しながら実験事
業の企画に協力をしたところである。
このシステムは，朝どり野菜をなるべく早く小売
店に届けることを目的としたので，2001年度の配送
研究会において「朝どりとれたて便」と命名した。
2001年度の事業内容を踏まえ，2002年度に若干の改
良点を加えて実施した。2003年度は基本的に2002
年度とシステムは同じであったが，参加小売店の大
幅増加に対応して，小売側への配送ルートを増強す
るなどの改善を図った。課題であった出荷量も若干
の増加を見ることができた。
① 第２段階の到達点である2003年度における「朝
どりとれたて便」農産物の取引方法の基本的な
考え方は以下の通りである。
ア)生産者にとって：消費者ニーズに対応した高付
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加価値品の販売による，再生産可能な価格の確保，
規格の簡素化や出荷労力の軽減による出荷経費の
削減
イ)流通関係者にとって：高品質の地場品という差
別化商品の取扱による経営の安定
ウ)消費者：札幌産という地場品を手にすることに
より，新鮮で安全な（札幌市において抜き取りで
農薬検査チェックを行っている）野菜を手に出来
ること。顔の見える関係による安心感と農家への
愛着。価格の安定。
② 2003年度「朝どりとれたて便」農産物の価格と
取引のシステム
「朝どりとれたて便」農産物については，実際に小
売店に納入する前週に，卸売会社が仲介となった予
約相対取引により，数量を予定しておく方式とする。
生産者は，それにより毎日予定された数量を出荷す
るものとする。
ただし，当日に生産者が収穫した際に，何らかの
事情で予定した数量と相違が出ることとなった場合
にはただちに卸売会社に連絡し，卸売会社は適切な
調整を行うこととする。
価格については，基本的には生産原価を念頭にお
いた固定価格とするが，平成13年度における固定価
格制が，卸売価格との乖離により小売側に過度の負
担を生じたことから，平成14年度には生産原価を基
準とするという基本は守りつつ，前後に若干の変動
幅を設けることとした。具体的には表２のように平
成15年度第１回配送研究会において取り決めた。
③ 「朝どりとれたて便」農産物の集配システム
できるだけ新鮮な農産物が市民消費者に届くよう
に，朝収穫したものをすぐに集荷して小売店に納入
し，その日の午後には消費者が買えるような短時間
流通システムとしている。
ア）基本的な集配ルートについて
生産者は早朝から収穫作業とコンテナへの箱詰め
作業を行い，午前９時半ころまでに指定された JA
さっぽろの支店などの集荷場所にそれを届ける。卸
売会社が手配したトラックが午前10時から集荷場
所を回って集荷し，午前11時から11時半までに札
幌市中央卸売市場に到着する。そこで小売方面別に
積み替えてただちに出発し，正午から午後２時頃の
間に小売店に納入する。その際，小売店から空のコ
ンテナを回収して，翌朝，産地の集荷場所に戻す。
消費者は店によるが，午後０時半から午後２時半ご
ろから「朝どりとれたて便」農産物を買うことが出
来る。最短時間で，集荷開始から２時間半で消費者
表2 2003年度「朝どりとれたて便」野菜の取引価格帯
取引価格帯／円
品 目 納品形態 備 考
安値 中値 高値
レタス 10玉入／箱 50 70 100 不揃いをなくす
サニーレタス ８玉入／箱 60 80 100 不揃いをなくし，小玉の時は２玉結束
リーフレタス ８玉入／箱 60 80 100 不揃いをなくし，小玉の時は２玉結束
ブロッコリー 90 100 100
小ネギ 15束入／箱 70 80 100
トマト ６kg入／箱 230 250 270
ミニトマト
が20束入／箱では
学校夏休み期間は別価格
コマツナ 200g入／箱 50 60 70
ダイコンナ 100g入／箱 45 50 55 10束入／箱を検討
シロナ 150g結束20束入／箱 45 50 55 10束入／箱を検討
キュウリ 10kg入／箱 180 200
チンゲンサイ 200gFG20入／箱 60 75 80
ホウレンソウ バラ４kg入／箱 1,200 3,500
110 ８月15日以前
スイートコーン 65 70 75 ８月16日～９月１日
55 ９月２日以降
枝豆
イチゴ
カボチャ（大浜みやこ）
売単位が
タマネギ（さらら）
注)ダイコンナとシロナで備考欄に「10束入／箱を検討」とあるのは，両品目
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り可能
小売店にとって販
注文の円
大きすぎるとの意見が
あるため，売り切 化を図な入り数にして， るためで滑 る。
2
あ
に届く，まさに短時間流通である。ただし，配送ルー
トの順番が後の方になる小売店においては，納品時
刻が遅くなる問題が生じている。
トラックは３台を運用し，集荷場所から市場，市
場から小売へと配送を行った。その運行ルートを図
１に示した。
イ）産地から卸売市場までの集荷コースについて
生産者から卸売市場までのコース数については，
月により生産量が変動することから，コストも考慮
して，３コースとした。（2001年度と同じ）
a)北コース（北経済センター，北札幌経済セン
ター）
b)南東コース（東経済センター，南経済セン
ター）
c)西コース（西経済センター）
ウ）卸売市場から小売店への配送コースについて
卸売市場から小売店への配送コースについては，
生産者から卸売市場までの配送コース数と同じ３
コースとした。
札幌市内の小売店を区別に見ると，表３のとおり
である。
エ）通い容器について
「さっぽろとれたてっこ」事業においては通い容器
の使用を前提とする。それは，環境に配慮して，使
い捨て機材を避けることと，収穫作業，取扱作業の
効率化等を考慮したためである。通い容器（以下「コ
ンテナ」という）の流通経路は図２のようになる。
コンテナは，１種類の容器で組み合わせを変えるこ
とにより高さを２段階に調整できる容器を採用し
た。
コンテナの運用方法は，つぎの方式により実施し
た。
ア)コンテナ利用料は，生産者，小売側双方から一
定額（双方からそれぞれコンテナ１回使用ごとに
１コンテナあたり25円づつ）を卸売会社が精算の
際に徴収するとともに，卸売会社が管理をする。
この額については，生産者，仲卸業者，小売商，
卸売会社などの関係者が2000年度の配送研究会
で，想定されるコストをもとに協議して取り決め
たものである。
イ)コンテナ利用料の使途には，運送会社へのト
ラック使用料およびコンテナの管理費，コンテナ
の紛失消耗分の補充，が含まれる。
ウ)コンテナは「さっぽろとれたてっこ」農産物専
用とし，コンテナにその旨のラベルを貼付して判
別しやすくするとともに，もし他用途への使用が
あったときにはただちに回収するものとする。
エ)卸売会社は，年度終了後に精算を行うとともに，
配送研究会でその実績を基にして次年度のコンテ
ナ利用料などの運営事項を協議するものとする。
通い容器の流通サイクルは図２のとおりである。
図1「朝どりとれたて便」集荷配達ルート
（注)生産者からの集荷時間帯は，平成13年度の当初は午前10時
半からのスタートだったが，その後，小売側からもっと早く納
入して欲しいと要請を受け，午前10時からに繰り上げた。
表3「朝どりとれたて便」取扱店の分布 （ ）内は平成13年度の店舗数
中央区 北 区 東 区 白石区 厚別区 清田区 豊平区 南 区 西 区 手稲区
デ パ ー ト
2
(２)
ス ー パ ー
1
(０)
3
(１)
3
(１)
1
(１)
0
(１)
4
(２)
1
(０)
3
(１)
一般小売店
2
(２)
２
(１)
1
(０)
1
(１)
合 計
5
(４)
5
(２)
1
(０)
3
(１)
1
(１)
0
(１)
4
(２)
1
(０)
3
(１)
1
(１)
総合計 24店舗（平成13年度13店舗）
図2 通い容器の流通経路（サイクル)
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オ）トラック運賃について
トラック運賃については，別途，通い容器１ケー
スあたりの実費相当分を計算して，徴収する。
④ 2003年度における「朝どりとれたて便」農産物
の取引方法
「朝どりとれたて便」農産物については，実際に小
売店に納入する前週に，卸売会社が仲介となった予
約相対取引により，数量を予定しておく方式とする。
生産者は，それにより毎日予定された数量を出荷す
るものとする。
ただし，当日に生産者が収穫した際に，何らかの
事情で予定した数量と相違が出ることとなった場合
にはただちに卸売会社に連絡し，卸売会社は適切な
調整を行うこととする。
価格については，基本的には生産原価を念頭にお
いた固定価格とするが，2001年度における固定価格
制が，卸売価格との乖離により小売側に過度の負担
を生じたことから，2002年度には生産原価を基準と
するという基本は守りつつ，前後に若干の変動幅を
設けることとした。具体的には表４のように2003年
度第１回配送研究会において取り決めた。
以上のシステムを総合すると，「朝どりとれたて
便」の価格システムは表５のようになる。
⑤ 第２段階３年間を通しての事業実績の評価
３年間の「朝どり取れたて便」の事業実績につい
ては，表６にまとめたとおりである。
このように，最終年度である2003年度における
「朝どりとれたて便」実験事業の実績の全体数値は，
2002年度，2001年度に比較して，全体として事業拡
表4 2003年度「朝どりとれたて便」野菜の取引価格帯
取引価格帯／円
品 目 納品形態 備 考
安値 中値 高値
レタス 10玉入／箱 50 70 100 不揃いをなくす
サニーレタス ８玉入／箱 60 80 100 不揃いをなくし，小玉の時は２玉結束
リーフレタス ８玉入／箱 60 80 100 不揃いをなくし，小玉の時は２玉結束
ブロッコリー 90 100 100
小ネギ 15束入／箱 70 80 100
トマト ６kg入／箱 230 250 270
ミニトマト
：卸売会社の手数料
学校夏休み期間は別価格
コマツナ 200g入／箱 50 60 70
ダイコンナ 100g入／箱 45 50 55 10束入／箱を検討
シロナ 150g結束20束入／箱 45 50 55 10束入／箱を検討
キュウリ 10kg入／箱 180 200
チンゲンサイ 200gFG20入／箱 60 75 80
ホウレンソウ バラ４kg入／箱 1,200 3,500
110 ８月15日以前
スイートコーン 65 70 75 ８月16日～９月１日
55 ９月２日以降
枝豆
イチゴ
カボチャ（大浜みやこ）
算
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タマネギ（さらら）
注)ダイコンナとシロナで備考欄に「10束入／箱を検討」とあるのは，両品目が20束入／箱では小売店にとって販売単位が大きすぎるとの意見が
あるため，売り切り可能な入り数にして，注文の円滑化を図るためである。
表5「朝どりとれたて便」農産物の価格システム
項 目 計算式等
Ａ：生産者手取り価格 A
 
a：農協手数料
Ｂ：卸売会社からの農協振り込み価格 B＝A＋a
Ｃ：卸売価格（仕切価格） C＝B＋c1
b
の負担は別途計
Ｅ：
c1：生産者負担分
c：
通い容器
利用料
c＋dは卸売会社が管理する
c1，c2はいずれも25円/１容
器１回
dは配送業者と協議
c2：小売負担分
d：集荷配送経費
Ｄ：卸売会社から仲卸業者への売り
渡し価格 D＝C＋b＋d
額）
卸売会社から仲卸業者への請求
金額 E＝D＋c2 
e：仲卸業者手数料
Ｆ：小売の仕入れ価格（仲卸業者への
支払
者購
F＝E＋e
ｆ：小売の販売手数料
G：小売価格（消費
トラ
入価格） G＝F＋f
注：
良 江
ック運賃
子金
大の方向といえる。すなわち，取扱金額は23.1％増
の29,790千円となり，取扱量は23.1％増，参画農家
数は18.8％増，などと増加した。また，小売店の取
扱店舗数は前年比で92.3％増とほぼ倍増した。これ
は，小売店が「朝どりとれたて便」実験事業を評価
して，参加希望が強いことを反映している。また，
取扱品目は絞り込んで前年比で３割弱減少した。
しかしながら，取扱小売店舗がほぼ倍増している
にもかかわらず，参画農家数は２割弱しか増えず，
取扱量も23％しか増えなかったために，小売店舗１
店あたりの取扱量は計算上，前年度よりも少なく
なっており，小売店舗の増加に見合う「朝どりとれ
たて便」供給量の増加が今後の課題となった。しか
し実験事業終了後，札幌市の財政的支援が弱くなる
と，第２段階の持つ課題が表面化して，手直しをし
ながら第３段階に移行することになる。
⑥ 第２段階の「朝どり取れたて便」の問題点
第２段階の「朝どり取れたて便」の問題点はつぎ
のとおりである。
ア)価格保証が，事実上，小売店の犠牲において
なされている。「朝どり取れたて便」では，卸売市場
価格の変動にかかわらず，生産者には生産コストを
基礎とした価格（実際には生産者が希望した価格）
が卸売価格となって，それから卸売会社（丸果札幌
青果）が委託手数料（8.5％）を減じた金額が生産者
に支払われる。卸売市場価格がとれたってこ価格を
上回ったときは生産者は損をするわけであるが，一
般には卸売市場価格はそれを下回って推移すること
が多いために，生産者にとっては，この制度は安心
して生産できるよい制度といえる。しかしながら小
売側にとっては，卸売市場価格のいかんにかかわら
ずとれたってこ価格が仕入れ価格となるが，小売側
は札幌とれたてっこ野菜は店に並べる野菜の一部で
あって，大半は卸売市場から仲卸などを通じて仕入
れるものである。こちらのほうは卸売市場価格に
従った価格での仕入れとなるために，とれたてっこ
価格よりも安い仕入れとなることが多い。従って，
小売側としては，小売販売価格は卸売市場価格を元
にして値付けをせざるを得ず，「朝どり取れたて便」
野菜は，損を承知で卸売市場価格の仕入れ品に合わ
せるか，卸売市場仕入れ品よりも高い価格で値付け
をするか，の選択を迫られることになる。調査する
と，ほとんどの店で仕入れ値に見合った価格をつけ
ており，それは「朝どり取れたて便」の野菜が通常
商品に比べて高い場合が多いということで，した
がって札幌産野菜に特別の思いがある客しか買わな
いということになる。店にとっては売場スペースの
有効利用の点からも問題となる。
札幌とれたてっこ事業への小売商の参加は自由で
ある。参加小売商の構成を見ると，一般小売商は特
定の理解ある小売商が固定的に参加しており，スー
パーは，これが販促になる，ないしは店のイメージ
アップにつながるという期待で参加したといえる。
しかし，さっぽろとれたてっこ野菜の比較高価格が
続くと，経営上のプラス要因として考えられなくな
り，参加の意欲を減退させる動機となった。これは
第３段階で参加小売店が減少したことで示されてい
るといえる。
表７に品目別の「朝どりとれたて便」の取引価格
と市場価格を示した。市場価格は大きく乱高下して
おり，ひじょうに安いときは，「朝どり取れたて便」
の方が著しく高くなっていて，そのようなときには
小売業者は小売店頭価格の設定にたいへん苦労する
ことになる。
イ)品質の不安定さがあった。札幌とれたてっこ
事業による野菜は，前日の注文に応じて事業参加生
産者が通い容器に入れて出荷し，いったん札幌市中
央卸売市場の卸売会社の荷さばき場に到着して，小
売方面別に積み替える作業を行う。その際，品質の
確認は行わない。一方，卸売市場で卸売される通常
の入荷品については，せり場に並べられ，卸売会社
担当者や買い手側業者が品質をチェック（下見）し
て，価格評価することになる。とれたてっこ野菜は
このチェックがないことにより，ときに小さすぎる
貧弱なレタスなど，生産者の誠意を疑うような品物
が小売側に届くことがあった。この場合でも単価は
同じであり，品質が違うことに伴う事故処理のしく
みが整備されていなかった。
ウ)通い容器による運送の代金決済は，前述のよ
うに，生産者と小売業者がそれぞれ１箱あたり15円
程度の運送賃を卸売会社が徴収して，生産者からは
販売代金からその分を差し引き，小売業者からは卸
表6「朝どり取れたて便」の事業実績の推移
項 目 単位 2001年度 2002年度 2003年度
参 画 農 家 戸 数 戸 32 38 42
取 扱 品 目 品目 21 15 16
取 扱 店 舗 数 店舗 13(7地区)25(9地区)40(9地区)
取 扱 量 トン 80 99 103
取 扱 金 額 千円 26,082 29,790 36,760
コンテナ延使用回数 回 12,481 16,421 21,293
取 り 組 み 期 間 日
116
（6/18～
10/14）
126
（6/10～
10/16）
123
（6/9～
10/12）
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売価格に上乗せして請求して代理徴収し，運送会社
に支払うしくみをとっている。この方式は，代金決
済を通常の卸売市場のしくみに乗せて行うことでス
ムーズな処理が期待される方法であったが，運送会
社からの運送賃の請求は，搭載した通い容器の箱数
ではなく，１台運行あたりの料金であった。そのた
め，搭載容器数が多ければ問題なかったが，イ）の
事情により，思ったよりも小売からの注文数が少な
かったために，卸売会社が立て替えて運送会社に支
払った差損分が未回収となって，結果的に卸売会社
の赤字補塡となって経理に悪影響を及ぼした。この
ことが，卸売会社をして，この事業への協力を消極
的にさせる最大の要因となった。
この第２段階の「朝どり取れたて便」は，３年間
の実験事業として実施されたので，2003年度が最終
年度となった。2004年度は，札幌市中央卸売市場の
全面建て替え工事に着手するために，従来使用して
いた卸売場が使用できなくなるという事情も加わっ
て，しかし最大の要因は運送賃立て替え金が損失と
なるという事情で，卸売会社側から事業への協力に
難色を示してきた。
しかしながら，この事業の重要な意義について卸
売会社に理解を求め，2004年度は従来の方式で，し
かし実験事業が終了したので，札幌市からの財政的
支援は減少して，自前による事業継続となりながら
も「朝どりとれたて便」として実施された。そのあ
いだに，第２段階の課題を整理して改善の方策が検
討され，「さっぽろとれたてっこ事業」を第３段階に
移行させることとなった。
エ)上記の他にも，札幌とれたてっこ事業で浮き
彫りになった課題は， a）「とれたてっこ」といって
も，品質的な特徴はなく，ただ札幌産であればいい
というのではアピールするには弱いという懸念が
あった， b）朝どりにこだわると作業性などから提
供できる野菜の品目と量が限られた， c）参加する
生産者がなかなか増えなかった， d）札幌市民への
札幌とれたてっこ事業の知名度が高くなかった，e）
札幌とれたてっこ事業参加小売店が少なく市民が事
業を知っていたとしても買い物機会が多くないとの
声が多かった，などの課題があった。
⑦ 「朝どり取れたて便」方式の長所
一方，札幌とれたてっこ事業の長所といえる点に
ついては，以下のことがあげられる。
ア)民間事業では，生産者の経営が成り立つ価格
の保証と小売店の売りやすい価格の両立はほとんど
不可能で，長続きしないと考えられるが，札幌とれ
表7 品目別の「朝どりとれたて便」取引価格と市場価格
（単位：円)
品目／単位 最大 最小 平均 加重平均
（朝）取引価格 69 49 60
市場高値 158 11 50 ＋９コマツナ
200g結束 市場中値 ＋22
市場安値 89 5 24 ＋35
（朝）取引価格 160 60 94
市場高値 278 53 116 －22ホウレンソウ
200gバラ 市場中値 210 16 74 ＋20
市場安値 105 5 15 ＋75
（朝）取引価格 69 49 56
市場高値 158 16 53 ＋１ダイコンナ
100g結束 市場中値 ＋15
市場安値 105 2 25 ＋30
（朝）取引価格 79 74 74
市場高値 315 53 88 －13チンゲンサイ
200gFG 市場中値 ＋15
市場安値 105 11 31 ＋44
（朝）取引価格 69 49 59
市場高値 210 21 68 －11シロナ
150g結束 市場中値 －１
市場安値 189 5 48 ＋９
（朝）取引価格 132 68 82
市場高値 210 53 126 －56小ネギ
100gFG 市場中値 －８
市場安値 74 5 35 ＋41
（朝）取引価格 199 198 198
市場高値 525 210 126 －126キュウリ
Kg 市場中値 －25
市場安値 210 63 35 ＋76
（朝）取引価格 266 226 238
市場高値 1,313 263 482 －166トマト
kg 市場中値 －９
市場安値 263 63 100 ＋148
（朝）取引価格 110 110 110
市場高値 210 84 141 －40ミニトマト
200gケース 市場中値 ＋２
市場安値 121 11 58 ＋43
（朝）取引価格 69 64 65
市場高値 126 47 78 －14スィートコーン
本 市場中値 89 21 48 ＋16
市場安値 32 5 13 ＋52
（朝）取引価格 99 89 98
市場高値 298 49 107 －９ブロッコリー
玉 市場中値 ＋26
市場安値 70 7 33 ＋61
（朝）取引価格 88 58 70
市場高値 263 26 101 －30レタス
玉 市場中値 ＋５
市場安値 105 4 29 ＋39
（朝）取引価格 97 67 82
市場高値 1,313 39 107 －24リーフレタス
玉 市場中値 ＋18
市場安値 131 4 24 ＋60
（朝）取引価格 97 67 82
市場高値 223 13 83 ＋２サニーレタス
玉 市場中値 ＋31
市場安値 118 4 24 ＋61
札幌市中央卸売市場・丸果札幌青果の販売原票より作成
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たてっこ事業は札幌市が後ろ盾となり，市職員も事
業遂行の前面に出て，生産者や小売店への参加呼び
かけ，農協との調整，のぼりやチラシなど宣伝資料
の作成と配付，札幌市広報への企画搭載，などにつ
いて札幌市職員がひじょうに熱心な取り組みを行っ
ている。札幌とれたてっこ事業が，幾多の課題を抱
えながらもここまで続けられたのも，札幌市の取り
組む事業ということを市民も知っており，小売側も
それを取り扱う意義とイメージアップにより，総合
的に見て営業にプラスとなると判断しているからと
考えられる。したがって，札幌市が関与し，積極的
にリードしていることは，札幌とれたてっこ事業の
継続にとって決定的な意味を持つものといえる。
イ)札幌とれたてっこ事業では，これまでの他自
治体の地産地消支援事業とは比較にならない緻密な
システムを作り，生産者価格の安定システムも作っ
た。これは，これからの地産地消の普及において行
政関与のあり方に大きなヒントを与えるものといえ
る。
⑶ 札幌とれたてっこ事業第３期
2005年度から札幌とれたてっこ事業は，これまで
の経緯を踏まえて上記の課題をできるだけ克服して
再スタートを切って今日に至る。すなわち，①朝ど
りにこだわらない，②従来の卸売会社がまとめ役に
なった卸売市場経由ルートは残し，価格保証のしく
みも残す，③生産者は表８に示す技術要件を満たす
ものに限定して，品質面での高度化と優位性も確保
する，④販売ルートは， a）JA視点や JAと契約販
売している店で扱われるものや生産者の直売店で扱
われるもの， b）学校給食への提供， c）販売店と
の相対取引によるもの（第２段階の方式）という構
成になっている。
第３段階では，作業の困難さなどで量が確保でき
ず，さらに品質基準がなかった第２段階の改善とし
て，朝どりとれたて便に代わる新たな魅力づくりや
消費者との信頼関係の強化を目指して，2007年度に
「札幌とれたてっこ認証制度」がスタートし，新段階
に入った。
認証制度とは，札幌市独自の基準による良質な農
畜産物及びそれを原材料として使用した農産物加工
品を札幌市農業振興協議会が人周するもので，生産
者が申請するものである。認証されると「さっぽろ
とれたてっこ」マークの使用ができ，販売方法は問
わないという第２段階にはなかった特徴がある。認
証農産物を直売する場合には，「とれたてっこ取扱
店」に登録し，市民への PRやとれたてっこのぼりの
提供などについて札幌市が支援する。また，認証を
受けた生産者には，札幌市農業支援センターの職員
が重点的に巡回して支援を行い，補助事業も優先さ
れる。さらに，先進地視察など栽培，販売に役立つ
学習や情報提供の機会を提供することにより，行政
支援を行う。
このように，第３段階では，提供商品の質の向上，
生産者に対する技術的支援，対象商品の拡大など，
行政がより深く関わるしくみとなっている。
第３段階については，エコファーマーとなるよう
な意欲的な生産者の関心は高く，積極的に参加した
いという申し込みも多く寄せられ，札幌とれたてっ
こ事業は質的には向上して新しい段階に入ったとい
える。第３段階の今後の課題は，第２段階に比して
規模的に縮小になった点の挽回と，市民がより積極
的に参加する札幌農業を支援する体制づくりであ
る。
2004年度以降の「さっぽろとれたてっこ事業」の
実績は，表９にしめしたとおりである。これで明ら
かであるが，「朝どり取れたて便」に当たる「とれた
て便」の実績は，2004年度が1,522万円だったのが，
表8 認証基準（土作り等技術，減化学農薬技術から各１項目以上導入)
項 目 導入技術 技術の概要
①土壌診断に基づく適切な土作り 堆肥施用 有機物施用 緑肥すき込み
土作り・
減化学肥料技術
②局所施肥技術の導入 条施用施肥機等の使用など
③肥効調節型肥料の利用 緩効性窒素入り肥料，被覆肥料使用など
④発生予察に基づく適正防除 粘着トラップ等を設置，部会等予察情報利用
⑤生物農薬の利用 天敵昆虫 天敵線虫 微生物
⑥フェロモン剤の利用 交信攪乱 フェロモントラップ
⑦対抗植物の利用 線虫に対する抵抗性植物作付けなど
減化学農薬技術
⑧マルチ栽培技術の利用 減農薬を目的としたマルチの設置
⑨除草用動物の利用 アイガモやコイ等を使った除草
⑩機械除草 畝間，株間雑草の物理的駆除
?近紫外線カットフィルム・防虫ネット等の利用 物理的・生態的減農薬
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2007年度は469万円と減少しており，2003年度の
3,676万円と比較すると，その落差が明白である。こ
の克服が今後の課題となろう。今後の工夫と努力を
期待したい。
３ 結 論
小売側から，不況克服策としての地産地消商品の
ニーズは強い。しかしながら，生産コストや販路の
関係から思うような供給体制がとれないのが実情で
ある。行政による地産地消の支援は大きな助けにな
るが，「さっぽろとれたてっこ事業」のように行政が
強力にリードするような取り組みでないと，単なる
応募支援程度では本格的な支援にはなりにくい。し
かしながら，実績をあげているかに見える「さっぽ
ろとれたてっこ事業」にしても，生産者に生産コス
トを考慮した価格の保証と，小売の経営の両立は困
難な課題で，札幌市が支援しているという看板でか
ろうじて消費者をつなぎとめているとも見られる。
したがって札幌市が抜けては続かないと思われ，行
政の看板が事業継続できる背景となっているが，農
業支援という積極的な側面を市民にどう浸透させて
いくかがこれからの課題である。その意味で，札幌
市が事業を工夫しながら継続していることは地産地
消の実現において大きな意義があるといえる。
Summery
 
Retaillers eagerly hope to take local producted
 
foods to overcome depression. But,taking local
 
products are not easy because of producing cost
 
and selling route.
Support by local authority is strong help. But,
poor support can not help.
Sapporo Toretatekko Project seems good
 
result, but, it is very difficult to go together
 
between production cost and stand of consumer.
This Project can continue support of Sapporo city
 
government. Next  problem is how citizens
 
understand the importance of supporting agricul-
ture of city area. Continuation of this project by
 
Sapporo City Authority have large meaning for
 
local production and local consumption.
表9 2004年度以降の「さっぽろとれたてっこ事業」
実績 （単位：千円)
項 目 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度
とれたて便 15,225 14,201 5,635 4,685
学校給食 14,671 18,322 18,136 19,572
各店直販 48,998 49,092 61,811 85,747
2008年３月 さっぽろとれたてっこ研究会総会資料より
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